【別紙２－①】


軽度者に対する福祉用具貸与の取り扱いについて（事業所要取り扱い要領）
１．取り扱いの見直しにあたって 

今回の取り扱いの対象となるのは、様々な疾患等によって厚生労働省の示した状態像に該当する方々（P2．「具体的な状態像や疾患の事例」参照）が想定されますが、軽度者において該当する方は、比較的まれであると考えられます。したがって、利用者の状態像及び福祉用具貸与の必要性を慎重に精査し、適切なケアマネジメントを行ってください。 

なお、平成18年4月施行の例外規定（【別紙１】の表１）は平成１９年度も継続しており、当該例外規定に基づいて保険給付の対象と判断された利用者は、あらためて今回の手続きをとる必要はありません。 

２．対象者 

要支援１、要支援２および要介護１の和水町被保険者 

３．対象種目 

「車いす」「車いす付属品」「特殊寝台」「特殊寝台付属品」「床ずれ防止用具」 

「体位変換器」「認知症老人徘徊感知機器」「移動用リフト」 

４．実施方法 

（１）利用者の状態の確認およびアセスメントの実施 

① 平成18年4月施行の例外規定（【別紙１】の表１）に照らし、保険給付の対象となる状態像であるか否かを判断します。（対象外となった場合、②を検討） 

② ケアマネジャーもしくは地域包括支援センターの担当職員（以下「ケアマネジャー等」とする）は、利用者の状態像の確認およびアセスメントの実施により、当該利用者の状態が枠内に示した（ⅰ）～（ⅲ）の状態像に該当する可能性及び、福祉用具貸与が適当か否かを判断します。 

ⅰ） 疾病その他の原因により、状態が変動しやすく、日によって又は時間帯によって、頻繁に対象福祉用具が必要な状態になる者 〈例：パーキンソン病の治療薬によるＯＮ・ＯＦＦ現象〉 
ⅱ） 疾病その他の原因により、状態が急速に悪化し、短期間のうちに対象福祉用具が必要な状態になることが確実に見込まれる者〈例：がん末期の急速な状態悪化〉

ⅲ） 疾病その他の原因により、身体への重大な危険性又は症状の重篤化の回避等医学的判断から対象福祉用具が必要な状態と判断できる者 
〈例：ぜんそく発作等による呼吸不全、心疾患による心不全、嚥下障害による誤嚥性肺炎の回避〉

注） 括弧内の状態は、あくまでも(ⅰ)～（ⅲ）の状態の者に該当する可能性のあるものを例示したにすぎず、カッコ内の状態以外のものであっても、（ⅰ）～（ⅲ）の状態であると判断される場合もあります。 

※具体的な状態像や疾患の事例 

（以下はあくまでも状態像の例であり、例外給付の確認申請に際しては、医学的な所見によって、利用者の状態像が前ページ（ⅰ）～（ⅲ）に該当するか否かが判断されることになります。） 

	事例類型 
	状態像の例 
	福祉用具種目例 

	（ⅰ） 

頻繁な 

状態変動 
	パーキンソン病で内服加療中の「ON・OFF現象」によって、頻繁に臥位からの起き上がりが困難となる。 
	特殊寝台 

	
	重度の関節リウマチによる関節のこわばりが朝方に強くなるため、畳からポータブルトイレへの移乗が全介助を要する状態となる。 
	移動用リフト 

（昇降座椅子） 

	（ⅱ） 

急性増悪 
	末期がんにより急激に状態が悪化し、短期間で寝返りや起き上がりが困難な状態に至ると確実に見込まれる。 
	特殊寝台 

	（ⅲ） 

重篤化 

回避 
	重度の心疾患で、心不全発作の危険性が著しく高く、急激な体動を医学的見地より回避する必要がある。 
	特殊寝台 

	
	重度の喘息発作で、呼吸苦の重篤化を回避するため、上体を一定の角度に起こす必要がある。 
	特殊寝台 

	
	脊髄損傷による下半身麻痺により、下半身の自発的な体位変換が困難なため、床ずれの発生リスクが高い。 
	床ずれ防止用具及び体位変換器 

	
	人工股関節の術後で、立ち座りに伴い股関節脱臼の危険性が高いため、医学的見地から股関節への負担を回避する必要があり、畳から椅子への移乗に一部介助を要する。 
	移動用リフト 

（昇降座椅子） 


（２）医学的所見の確認 

ケアマネジャー等は、アセスメントにより福祉用具の貸与が適当と考えた場合、次のいずれかの方法により医師の意見（医学的な所見）を照会し、状態像（ⅰ）～（ⅲ）のいずれかに該当することを確認します。 

なお、医師に対して医学的な所見を確認する場合、単に情報提供を求めるのではなく、担当ケアマネジャー等としてのアセスメント内容、及び必要と考えられる福祉用具の種目等、必要な情報を明らかにしてください。（別紙３：医師用説明文参照） 

a.要介護認定の主治医意見書 

ケアマネジャー等は利用者の同意を得て、主治医意見書の写しを和水町から入手し、状態像（ⅰ）～（ⅲ）のいずれかに該当することを確認します。 

b.医師の診療情報提供書 

① ケアマネジャー等は医師に医学的な所見を照会することについて、事前に利用者の同意を得る必要があります。なお、自己負担金（750円等）が生じることについて説明してください。 

② 適切なアセスメントに基づき、照会の目的を明らかにした上で、医師に医学的な所見を照会します。 

③ ケアマネジャー等は、医師から提供された診療情報提供書に状態像（ⅰ）～（ⅲ）の内容が明確に記載されていることを確認します。 

（３）サービス担当者会議の開催等、適切なケアマネジメントの実施 

ケアマネジャー等は、確認した医学的な所見を踏まえ、サービス担当者会議の開催等、適切なケアマネジメントを実施します。その結果、特に福祉用具貸与が必要であると判断した場合、サービス担当者会議の記録とケアプラン（介護予防ケアプラン）にその内容と医療機関名、医師名および医学的な所見を明記し、確認申請依頼申請書を作成します。 

なお、利用者に対し、確認依頼申請手続きを代行すること等について説明を行い、確認依頼申請書（様式１）に同意を得ます。 

（４）確認依頼申請書類の提出 

提出先：〒８６５-０１９２ 

玉名郡和水町江田３８８６番地 

和水町役場　健康福祉課　介護保険係
提出書類： 

①確認依頼申請書（様式１） 

②医学的な所見の確認書類 （主治医意見書または診療情報提供書の写） 

③サービス担当者会議の記録（写） 

④ケアプラン１表、２表（介護予防ケアプラン（１）・（２））（写） 
※③④には医学的な所見を確認した医療機関および医師名と、医学的な所見を記載。 

※提出漏れ、記載漏れについては返戻となる場合もあるので十分に事前確認のこと。 
（５）和水町からの通知 

和水町は提出された書類を確認し、確認通知書（様式２）によって担当のケアマネジャー等に
郵送等で通知します。
（６）福祉用具貸与の実施 

① ケアマネジャー等はケアプラン（介護予防ケアプラン）を確定し、利用者に説明した上で同意を得て当該ケアプランを交付します。 

② ケアマネジャー等は（介護予防）福祉用具貸与事業所等にケアプラン（介護予防ケアプラン）を交付するとともに、利用者の同意を得て、医学的な所見および和水町から通知された保険給付開始日等、貸与に必要な情報を提供します。 

③ （介護予防）福祉用具貸与事業所等は利用者の状態像に適した福祉用具を保険給付対象として貸与します。 

（７）必要性の検証 

福祉用具貸与実施後は、ケアマネジャー等が予防プランの評価（最長６ヶ月）・モニタリング（月１回）等の手段によって、必ずその必要性を見直し、その結果を記録します。利用者の状態像の変化に応じたモニタリング等の結果、または種目変更が必要であれば、再度確認依頼申請の手続き等、必要な対応を講じます。 

なお、事後に行われた和水町の実地調査および監査等によって、上記の必要性の見直しが適切に行われていなかったことが判明した場合、保険給付の返還対象とする場合もあるのでご注意ください。 

あくまで軽度者への貸与は原則保険給付対象外であることを踏まえ、適切なマネジメントのもと運用を行ってください。 
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